
重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ワークライフ

バランス推進事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

650

(700)

職場で共に働く部下やスタッフ等のワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の

調和)を考え、多様な働き方を積極的に支援するため、管理職養成講座の開催や、

宮崎市ワーク・ライフ・バランス企業同盟の周知を図ります。

○事業の概要

・ワーク・ライフ・バランス推進講座の開催

・宮崎市ワーク・ライフ・バランス企業同盟の情報発信

母子家庭等自立支援

給付金事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

42,000

(44,800)

ひとり親家庭の父・母の就業に結びつきやすい資格の取得を促進するため、

職業訓練講座等の受講料の一部を助成します。

また、修業期間が1年以上の養成機関で修業する場合に、高等職業訓練促進

給付金を支給します。

さらに、ひとり親家庭の父・母や子の学び直しを支援するため、高等学校卒

業程度認定試験合格講座の受講修了後等に、受講料の一部を助成します。

○給付の内容

・自立支援教育訓練給付金

①雇用保険制度の教育訓練給付金の受給資格のない者

講座受講料個人負担分の60％(上限200,000円、下限12,001円)

ただし、専門実践教育訓練給付金の指定教育訓練講座を受講する場

合は、修学年数に200,000円を乗じて得た額(上限800,000円)

②雇用保険制度の教育訓練給付金の受給資格のある者

①に定める額から教育訓練給付金の支給額を差し引いた額

・高等職業訓練促進給付金

月 額 100,000円(課税世帯は70,500円)

最終学年の方は、40,000円増額

対象資格 看護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、准看護師ほか

対象期間 全修業期間(上限4年)

・修了支援給付金

高等職業訓練の修了時 50,000円(課税世帯は25,000円)

・高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

高等学校卒業程度認定試験合格講座受講修了後 受講費用の40％

高等学校卒業程度認定試験合格後 受講費用の20％

合計 受講費用の60％(上限150,000円)

母子家庭等

就業・自立支援事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

2,170

(2,170)

ひとり親家庭や寡婦の経済的自立を促進するため、就業に繋がりやすい資格

を習得できる講習会等を実施します。また、ひとり親家庭の父母等が抱える悩

みを解消するため、弁護士による特別相談事業を実施します。

○主な事業内容

・就業支援講習会(調剤事務講座、医療事務講座 ほか)

・特別相談事業 弁護士による相談(月1回)
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

女性農業者組織活動

支援事業

農政部

〈農政企画課〉

634

(634)

女性農業者の経営への参画促進や女性の視点を生かした地域農業の活性化を

図るため、女性農業者で組織する「ＰＡＭ」(会員数64人)の活動費の一部を助

成します。

○主な事業内容

・先進地調査、講演会、各支部活動等に要する費用の一部を助成

※ＰＡＭ・・・Power Agriculture Miyazaki･Mama･Ms.

ＳＡＰ会議活動支援

事業

農政部

〈農政企画課〉

1,224

(1,440)

青年農業者の資質向上と、将来の本市農業のリーダーとなる担い手の育成を

図るため、青年農業者で組織する「宮崎市ＳＡＰ会議」(会員数42人)の活動を

支援します。

○主な事業内容

・宮崎市ＳＡＰ会議運営補助 1,062

・全国青年農業者会議等派遣補助 103

人・農地プラン推進

事業

農政部

〈農政企画課〉

1,856

(1,700)

農業の担い手の高齢化や後継者不足など、地域における人と農地の問題を解

決し、持続可能な力強い農業の実現を図るため、地域・集落での話し合いを通

して、地域農業の方向性や中心経営体の位置付けなど、地域農業の未来の設計

図を「人・農地プラン」として作成します。また、話し合い等で出された地域

の課題の解決に向けた取り組みについて支援します。

さらに、中心経営体の一つである集落営農集団の法人化に必要な登記費用等

を助成します。

○事業内容

・検討会委員等報償費 552

・事業推進費等 804

・集落営農集団の法人化支援 500

中古ハウス有効利用

支援事業

農政部

〈農政企画課〉

8,000

(8,000)

中古ハウスの有効利用と認定農業者の経営の規模拡大等を支援するため、中

古ハウス整備に要する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 認定農業者(就農5年以内の場合は、原則、3戸以上からなる任

意団体の形成が必要)

・補助内容 中古ハウスの補修費等(取得費は除く)

・補 助 率 1/2以内 (上限2,400千円)
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

強い農業・担い手

づくり総合支援事業

農政部

〈農政企画課〉

9,999

(9,999)

「人・農地プラン」の中心経営体に位置付けられた意欲ある農業者等の経営

の規模拡大や多角化を支援するため、農業用機械や施設の整備に要する費用の

一部を助成します。

また、気象災害等により被災した農業者に対し、速やかな復旧のための費用

の一部を助成します。

○事業内容

・補助内容 農業用機械や施設の整備に要する費用

・補 助 率 農業用機械：事業費の1/3以内

(上限額3,333千円 県3/10以内、市1/30以内)

農業用施設：事業費の1/2以内

(上限額5,000千円 県3/10以内、市2/10以内)

農業振興地域整備

促進事業

農政部

〈農政企画課〉

471

(500)

宮崎市農業振興地域整備計画(土地利用計画、土地基盤整備計画等)に基づき、
本市の農業の振興を図るため、優良農地の確保と土地利用に関する調整を行い
ます。

○主な事業内容
・会計年度任用職員による巡回調査
・優良事例や法制度等の研修参加
・土地利用計画の変更

農地中間管理事業

農政部

〈農政企画課〉

1,962

(8,238)

担い手への農地の集積・集約化を円滑に進めるため、農地中間管理機構が行

う業務の一部を受託し、各地域での農地集積に向けた取組を支援します。

○事業内容

・農地集積推進事業費 1,962

農地集積担い手支援

事業

農政部

〈農政企画課〉

4,000

(4,000)

農地集積を促進するため、農地中間管理事業を活用し、新たに集積された農

地の受け手となった担い手に対し、農地の維持管理に係る費用の一部を助成し

ます。

○事業内容

・補助額 新たに集積された農地10a当たり10千円

６次産業化振興事業

農政部

〈農政企画課〉

1,800

(1,800)

農林漁業者の所得向上を図るため、６次産業化商品の商品開発や販路拡大等

の取組を支援します。

○主な事業内容

・補助対象 ６次産業化に取り組む農林漁業者及び団体

・補助内容 ６次産業化の取組に係る新商品の開発、販路開拓に要する費用

の一部助成

・補 助 率 1/2以内(上限額400千円/件)
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

みやＰＥＣ推進機構

運営事業

農政部

〈農政企画課〉

27,406

(27,669)

本市及びその周辺地域の農林水産物をはじめとする豊かな地域資源を有効に

活用し、官民一体となった農商工連携や６次産業化の取組により、地域経済の

活性化、産業振興に寄与するため、(一社)みやＰＥＣ推進機構の運営を支援し

ます。

○主な事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・事業内容 事務局運営に係る人件費及び事務費の一部助成

・補 助 率 定額

○みやＰＥＣとは

第１次から第３次産業まで関係する全産業がスクラムを組み、宮崎の豊かな

農林水産物を利用した製品づくりを通して、地域経済の活性化を図る取組を表

しています。

～みやざきどれ Ｐroducts Ｅconomy Ｃooperation～

○構成会員

【農林水産業】中央農業協同組合、市元気な農業法人会、県経済農業協同組合

連合会、中央森林組合、市沿岸漁業振興対策協議会

【観 光 業】公益社団法人市観光協会、市ホテル旅館組合

【商 工 業】商工会議所、市５商工会連絡協議会、市商店街振興組合連合会、

県中小企業団体中央会、市工業会

【教育・研究】国立大学法人宮崎大学

宮崎市版６次産業化

実現事業

農政部

〈農政企画課〉

2,312

(2,720)

宮崎市を一つの経営体とみなし、生産・加工・市外への販売が市内で完結で

きる仕組み「宮崎市版６次産業化」の実現を図るため、(一社)みやＰＥＣ推進

機構がコーディネートして開発する新商品の製造及び販売等を支援します。

○主な事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・事業内容 ６次化商品のフォローアップ

宮崎の農林水産物を活用した新商品の開発

・補 助 率 定額

宮崎市農業振興地域

整備計画策定事業

農政部

〈農政企画課〉

17,059

(21,290)

農業上の土地の有効利用や各種施策を総合的かつ計画的に推進し、本市の農

業の振興を図るため、平成24年に策定した『宮崎市農業振興地域整備計画』を

見直し、おおむね10年後を見据えた新たな整備計画を策定します。

○事業内容

・計画策定業務委託 17,059

地域意見交換会の開催、除外・編入候補地の検討、農用地利用計画の作成、

国・県協議資料の作成、整備計画書・附図の作成等

宮崎市ふるさと

農産物加工センター

等指定管理料

農政部

〈農業振興課〉

14,260

(14,260)

農畜産物の加工及び特産品の創作等の奨励や、農村生活の改善を図るため、

指定管理者による農産物加工施設の運営及び維持管理を行います。

○事業内容

・対象施設 ふるさと農産物加工センター(瓜生野)

(3施設) 那珂地区農業構造改善センター農産加工実習室(佐土原)

清武ふるさと農産物加工センター(清武)

・指定管理者 宮崎中央農業協同組合

・指定期間 令和4年4月～令和9年3月

-216-



重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

みやざきの園芸産地

強化支援事業

農政部

〈農業振興課〉

47,000

(47,653)

本市農業の主要部門である施設園芸の生産基盤を強化し、農産物の品質向上

や生産量の増加のほか、生産コストの削減や環境負荷の軽減を図るため、資機

材の導入に要する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市園芸振興協議会

・補助内容 ヒートポンプ、ハウス内循環扇、炭酸ガス発生装置、

ＬＥＤ照明、自動潅水装置、苗木、遮光設備 など

・補 助 率 1/3以内

※ みやざき特産果樹産地確立事業

みやざきの花産地強化支援事業を統合

農産園芸用資機材

導入支援事業

農政部

〈農業振興課〉

戦略プロジェクト

81,782

(70,561)

本市農業の主要部門である施設園芸等の販売額を向上させ、産地の維持・拡

大を図るため、収量や品質の向上に資する資機材導入費用等の一部を助成しま

す。

○事業内容

・補助対象 宮崎中央地域農業再生協議会

・補助内容 農業用資機材の導入など

・補 助 率 県(国)1/2以内

チャレンジ！

施設園芸資機材

導入支援事業

農政部

〈農業振興課〉

戦略プロジェクト

6,000

(6,000)

農産物の収量増加や品質向上を図るため、生産力向上に繋がる新たな資機材

を導入する生産者に対し、導入費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市園芸振興協議会

・補助内容 新技術資機材

・補 助 率 1/2以内(上限2,000千円)

園芸用ハウス

ビルドサポート事業

農政部

〈農業振興課〉

22,500

(15,000)

施設園芸用ハウスの老朽化等により経営面積や生産量が減少傾向にある産地

の強化を図るため、宮崎中央農業協同組合等が取り組むハウスの整備費用の一

部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎中央農業協同組合、認定農業者 等

・補助内容 園芸用ハウスの更新又は新設

・補 助 額 1,500千円/10ａ(定額)
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

園芸組織強化対策

支援事業

農政部

〈農業振興課〉

2,100

(2,100)

債務R4～R5

{700}

野菜、果樹及び花き園芸の振興を図るため、市内の園芸農家により組織する

宮崎市園芸振興協議会に対し、消費宣伝等の活動費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市園芸振興協議会

(構成員内訳：野菜1,085戸、果樹233戸、花き79戸

計1,397戸)

・補助内容 園芸作物のＰＲ及び消費宣伝活動、園芸作物展示品評会

先進地調査研修など

・補 助 額 2,100千円(3/5以内)

露地作物産地強化

支援事業

農政部

〈農業振興課〉

2,000

(2,000)

葉たばこ廃作に伴う露地作物への品目転換や露地作物の労働力不足の解消を

図るため、共同利用の農業用資機材等の導入や有望品目・品種の実証・検討及

びＩＣＴ導入に向けた調査・研究に要する費用の一部を助成します。

○主な事業内容

○新葉たばこ廃作対策支援事業 1,200

・補助対象 宮崎中央農業協同組合又は営農集団

・補助内容 共同利用の農業用資機材など

・補 助 率 1/3以内

野菜新産地育成事業 800

・補助対象 宮崎中央農業協同組合又は営農集団

・補助内容 実証展示ほ・ＩＣＴ導入実証ほの設置、試験栽培、

先進地調査など

・補 助 率 1/2以内

米の需給調整推進

事業

農政部

〈農業振興課〉

10,450

(11,259)

需給バランスの取れた米の生産を推進するため、農政推進委員、集落、農政

推進委員協議会等に対し、米の販路拡大やＰＲ等経営所得安定対策の普及・推

進活動に係る費用を助成します。

(令和3年10月1日現在)

助

成

対

象

地 域
農政推進

委員数(人)

集落数

(集落)
組 織 名

宮 崎 218 302

大宮、檍、大淀、赤江、木花、

青島、住吉、生目、北地区

農政推進委員会

佐土原 61 61 佐土原町水田営農対策協議会

田 野 53 58 田野新地域営農推進協議会

高 岡 46 46 高岡町農政推進委員会

清 武 28 28 清武地区農政推進委員会

計 406 495
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

経営所得安定対策

推進事業

農政部

〈農業振興課〉

14,000

(14,000)

稲作農家等の経営安定を目指すため、水田フル活用ビジョンの具現化を目指

す取組について、宮崎中央地域農業再生協議会が行う経営所得安定対策に係る

事務費等に必要な費用を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎中央地域農業再生協議会

・補助内容 営農計画書印刷費、人件費など

・補 助 率 県(国)10/10以内

たばこ産地応援事業

農政部

〈農業振興課〉

759

(759)

葉たばこの安定生産、品質向上を図るとともに、葉たばこ生産組織を育成す

るため、組織の活動に要する費用の一部を助成します。

(令和3年10月1日現在)

茶組織強化対策支援

事業

農政部

〈農業振興課〉

626

(626)

茶の生産振興と消費拡大を図るため、市内の茶生産者により組織する宮崎市

茶業協議会に対し、ＰＲ等活動費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市茶業協議会

(宮崎市・清武町茶業振興会、田野町茶業振興会、

高岡町茶業振興会)

・補助内容 販売促進、ＰＲ対策費など

○新
かんしょ病害対策

強化緊急支援事業

農政部

〈農業振興課〉

1,000

サツマイモ基腐病が市内においても散見されるなか、被害の拡大防止を図る

ため、宮崎市かんしょ病害対策協議会に対し、国事業の対象とならない防除対

策に係る費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市かんしょ病害対策協議会

・補助内容 農薬の購入、ドローンによる委託散布など

・補 助 率 県1/3以内、市1/3以内

かんしょ重要病害虫

緊急対策事業

農政部

〈農業振興課〉

5,837

サツマイモ基腐病を早期に封じ込めるため、令和3年作において、サツマイ

モ基腐病が確認された経営体で構成される生産組合に対し、防除対策に係る費

用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市かんしょ生産組合

・補助内容 ウイルスフリー苗の購入、

農薬の購入・ドローンによる委託散布など

・補 助 率 県(国)1/2以内

畜産振興組織支援

事業

農政部

〈農業振興課〉

1,500

(1,500)

本市の畜産の持続的な発展を図るため、市内の畜産農家により組織する宮崎

市畜産振興連合会に対し、活動費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市畜産振興連合会

(構成員内訳：肉用牛398戸、酪農3戸、養豚5戸、養鶏15戸

計421戸)

・補助内容 研修会など

・補 助 額 1,500千円(定額)

補助対象 人数(戸) 作付面積(ha)

宮崎市たばこ耕作振興会 22 40.7

南宮崎たばこ耕作振興会 39 68.0

田野町たばこ耕作振興会 58 120.8

合 計 119 229.5
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

畜産共進会事業

農政部

〈農業振興課〉

3,287

(1,087)

家畜改良の促進と生産性の向上を図るため、5年に1度開催される全国和牛能

力共進会及び各種共進会出品者に対する出品経費の一部助成や優良農家の表彰

を行います。

また、宮崎県畜産共進会や宮崎中央畜産共進会等の開催費用の一部を負担又

は助成します。

○事業内容

・賞賜金 全国和牛能力共進会県審査会

全国和牛能力共進会

宮崎県畜産共進会 肉牛枝肉の部

肉豚枝肉の部

子牛品評会(年11回開催)

宮崎中央畜産共進会

・負担金 宮崎県畜産共進会、宮崎中央畜産共進会

畜産競争力

強化整備事業

農政部

〈農業振興課〉

207,675

(61,500)

畜産の生産基盤の強化を図るため、ＪＡリース方式による牛舎等の整備と子

牛等の導入に係る費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎中央肉用牛クラスター推進協議会

・補助内容 畜舎、堆肥舎の整備

子牛、妊娠牛の導入

・補 助 率 畜舎、堆肥舎の整備

県(国) ：1/2以内

子牛、妊娠牛の導入

県(国)定額：子 牛 175千円/頭

妊娠牛 275千円/頭

※新規就農者については、市5％の上乗せ助成あり

地域で挑む

宮崎牛産地力向上

事業

農政部

〈農業振興課〉

243

(809)

宮崎中央管内の和牛が、本年開催される全国和牛能力共進会(鹿児島)での日

本一に貢献することを目指すとともに、家畜改良の促進と生産者(特に若手生産

者)のさらなる生産意欲の向上を図るため、関係者により組織する協議会の活動

費の一部を負担します。

○事業内容

・取組主体 地域で挑む全共対策協議会

・取組内容 優れた飼養管理や手入れの方法などの技術を習得するための

研修会や出品対策助成

畜産施設整備支援

事業

農政部

〈農業振興課〉

5,330

(5,330)

生産能力や農場衛生環境の向上及び作業の安全と省力化を図るため、畜舎等

の整備に要する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市畜産振興連合会

・補助内容 分娩監視装置、スタンチョン、換気扇、堆肥盤等、

畜舎施設整備(新築・改築・増築)

・補 助 率 1/3以内
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ＪＡ宮崎中央家畜

市場購買誘致強化

対策事業

農政部

〈農業振興課〉

6,693

(6,531)

新型コロナウイルス感染症の影響により下落した中央管内産の子牛価格の上

昇を図るため、宮崎中央家畜市場子牛セリ市において、管外（県内を含む）購

買者が購入した子牛運搬に要する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎中央農業協同組合

・補助内容 子牛運搬費用の一部を助成

・補 助 率 定額

九州外 2千円/頭

九州内(管内は除く) 1千円/頭

※国富町、綾町についても本事業を実施する。

家畜自衛防疫対策

強化事業

農政部

〈農業振興課〉

7,580

(7,580)

家畜伝染病を未然に防止し、家畜防疫のより一層の徹底を図るため、畜産農

家に対し消毒剤の配布や防疫に関する情報の提供を行うとともに、自衛防疫推

進協議会の活動費等の一部を負担又は助成します。

○事業内容

・消毒剤(消石灰等)の配布 6,515

鳥インフルエンザ対策

口蹄疫などの家畜伝染病対策

・チラシ印刷 84

・情報伝達事業 340

・中部自衛防疫推進協議会負担金 600

・宮崎市自衛防疫推進協議会補助金 41

埋却地環境保全事業

農政部

〈農業振興課〉

80

(176)

令和2年度に本市で発生した高病原性鳥インフルエンザ埋却地周辺の水質監

視を行い、地域住民生活の安全安心を確保するため、年4回地下水等のモニタ

リング調査を実施します。

○事業内容

地下水等のモニタリング調査 80

野生鳥獣被害防止

総合対策事業

農政部

〈森林水産課〉

2,497

(2,497)

野生鳥獣による農林作物の被害軽減を図るため、電気柵の購入に要する費用

の一部を助成し、被害防止対策を推進します。

○事業内容

・電気柵等 40基

・補助対象 農林家

・補 助 率 県19％、市47％
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

地域で取り組む

野生鳥獣対策事業

農政部

〈森林水産課〉

1,100

(1,100)

鳥獣被害に強い集落づくりのため、住民自らが実施する研修会の開催や追い

払い等の活動を支援し、鳥獣による農林作物の被害軽減を図ります。

○事業内容

・補助対象 生目地区有害鳥獣対策組合

田野北地区野生猿対策組合

高浜地区有害鳥獣対策組合

木花地区有害鳥獣被害防止対策委員会

青島・内海地区有害鳥獣等対策協議会

仁田尾地区有害鳥獣対策組合

一里山地区有害鳥獣対策組合

的野地区有害鳥獣対策組合

伊勢ノ原地区有害鳥獣対策組合

八重地区鳥獣害対策組合

古城町有害鳥獣等対策協議会

野生鳥獣被害防止

組織支援事業

農政部

〈森林水産課〉

11,295

(10,495)

野生鳥獣による農林作物の被害軽減を図るため、有害鳥獣捕獲班による捕獲

活動を支援します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市有害鳥獣駆除対策協議会

佐土原町有害鳥獣対策協議会

田野町有害鳥獣駆除対策協議会

高岡町有害鳥獣被害防止対策協議会

清武町有害鳥獣駆除対策協議会

有害鳥獣被害等

対策パトロール事業

農政部

〈森林水産課〉

10,777

(10,777)

農林作物の被害軽減と林道の安全な利用を図るため、パトロール隊員が農地

や林道を巡視し、農林業者や猟友会に有害鳥獣の情報提供を行うとともに、花

火による追い払い、林道内の倒木や落石の撤去を実施します。

○事業内容

・追い払い、情報提供、死亡野鳥の回収、農林家への指導、林道の見回り

・委 託 先 宮崎中央森林組合

・監視区域 高岡・生目、田野・清武・木花・青島

狩猟免許取得促進

事業

農政部

〈森林水産課〉

559

(924)

狩猟者を確保し、野生鳥獣による農林作物被害を軽減するため、狩猟免許試

験費用等の一部を助成します。

○事業内容

・第一種銃猟免許 49,000円×10人

・わな猟免許 4,600円×15人

・補 助 率 県22％、市44％

漁業経営安定化緊急

対策事業

農政部

〈森林水産課〉

8,500

(9,100)

漁業経費の負担を軽減するため、漁船保険料の一部を助成し、漁業経営の安

定を図ります。

○事業内容

・補助対象 宮崎市に住所を有する市内漁協組合員で漁船保険料を支払う者

・補 助 率 漁業者が支払う保険料の30％以内
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

つくる漁業振興事業

農政部

〈森林水産課〉

2,170

(2,170)

「つくり育てる漁業」の推進による水産資源量の回復を図るため、ヒラメや

クエ等の種苗放流を実施します。

○事業内容

・稚魚等購入費 1,781

クエ稚魚 728尾、イセエビ 160㎏、

ヒラメ稚魚 8,651尾

・中間育成施設管理費 64

・(一財)宮崎県水産振興協会負担金 325

内水面漁業振興支援

事業

農政部

〈森林水産課〉

2,650

(2,650)

内水面資源の保護増殖及び河川環境に対する市民意識の高揚を図るため、ア

ユ、シジミ等の稚魚・稚貝の放流のほか、河川清掃への支援等を行います。

○事業内容

・稚魚・稚貝等放流事業 2,550

アユ 269㎏、シジミ 765㎏

ハマグリ 222㎏

・河川環境改善支援事業補助 100

漁業経営向上支援

事業

農政部

〈森林水産課〉

6,000

(6,000)

操業の合理化、省力化や航行の安全を確保するため、機器装備の導入費用の

一部を支援し、経営の向上を図ります。

○事業内容

・補助対象 宮崎市内の漁協組合員で、市内に住所を有する者

・補 助 率 機器整備に要する経費の1/2以内

・主な機器 自動操舵システム、ＧＰＳプロッタ、カラー魚探 など

漁協信用事業譲渡

資金利子助成事業

農政部

〈森林水産課〉

201

(232)

漁業者の経営に不可欠な漁業協同組合の機能維持、基盤強化を図るため、信

用事業譲渡の際に資金を借り入れた漁協に対する利子助成を行い、漁協の経営

安定を図ります。

○事業内容

・基盤強化資金利子助成(利子助成率 0.16％以内)

・経営改善資金利子助成(利子助成率 0.16％以内)

・運転資金利子助成 (利子助成率 0.40％以内)

海洋ごみ対策促進

事業

農政部

〈森林水産課〉

3,120

(3,120)

海洋環境の保全、漁業の振興を図るため、海洋ごみの回収、処分運搬業務を

漁業協同組合、一般廃棄物収集運搬許可業者に委託します。

○事業内容

海底清掃委託 620

・委託先 海面漁業協同組合

海洋ごみの処分運搬委託 2,500

・委託先 一般廃棄物収集運搬許可業者

○新
種子島周辺漁業対策

事業

農政部

〈森林水産課〉

9,192

漁協の経営安定や漁業操業の効率化を図るため、海面漁業協同組合が所有す

る共同利用施設の修繕、改修にかかる費用の一部を助成します。

○事業内容

漁船漁具保全施設及び作業場(北側)の改修

・補助対象 宮崎漁業協同組合

・総事業費 12,000

・補 助 率 国(ＪＡＸＡ)70％、県1.6％、市5％
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

県営漁港整備事業

農政部

〈森林水産課〉

18,400

(18,880)

老朽化が進んでいる漁港の機能の維持回復を図るため、補修工事や航路浚渫

等を行い、適正な施設整備に努めます。

○事業内容

富田漁港 (航路泊地浚渫) 1,600

・総事業費 32,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、新富町 5％、市 5％

青島漁港 (航路泊地浚渫) 4,000

・総事業費 40,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

青島漁港 (突浪第２桟橋実施設計) 480

・総事業費 4,800

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

青島漁港 (北防波堤護岸補修工) 3,600

・総事業費 36,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

青島漁港 (-3ｍ耐震岸壁耐震化工) 400

・総事業費 4,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

青島漁港 (沖防波堤実施設計) 800

・総事業費 8,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

青島漁港 (第２東沖防波堤実施設計) 800

・総事業費 8,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

青島漁港 (東防波堤実施設計) 800

・総事業費 8,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

野島漁港 (航路泊地浚渫) 5,920

・総事業費 59,200

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

湛水防除施設管理費

農政部

〈農村整備課〉

34,100

(33,000)

排水ポンプ場の機器故障等の予防保全と長寿命化を図るため、6施設の定期点

検業務等を行います。

○対象施設

宮崎 30,878 佐土原 3,222

湛水防除施設改修

事業

農政部

〈農村整備課〉

4,380

(4,380)

集中豪雨等による増水時の湛水被害の軽減を図るため、適正な運転が行えるよ

う、排水ポンプ場のポンプ施設、各補機類等の修繕を行います。

○地区別予算

宮崎 2,920 佐土原 1,460

農道・水路維持事業

農政部

〈農村整備課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

36,500

(34,980)

農道や水路等の維持管理のため、その補修や原材料の支給等を行います。

○事業概要

宮崎 14,500 佐土原 5,000 田野 11,000 高岡 3,200 清武 2,800

市単独土地改良事業

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

田野総合支所

清武総合支所

〈農林建設課〉

15,750

(14,750)

農業経営の合理化及び農業生産力を向上させるため、土地改良区等が管理す

る施設で、各種制度事業に該当しない小規模な整備・補修や緊急を要する整備・

補修に対し、費用の助成を行います。

(負担割合 市70％：地元30％)

○地区別予算

宮崎 7,100 佐土原 3,000 田野 4,000 清武 1,650

施設名 完成
能力

(㎥/Ｓ)

集水面積

(ha)

蛎原排水機場(宮崎) S57 20 1,020

正蓮寺排水機場

(宮崎)

1・2号機 S57 4
352

3号機 R3 5

山下排水機場(宮崎) H7 2.67 112

金崎排水機場(宮崎) H10 6 238

天神排水機場(佐土原) S63 15 700

二ツ立排水機場(佐土原) H元 9 600

事業箇所 概要

市内全域 原材料支給等

サギス(宮崎)【エコ関連】 農道舗装 Ｌ＝230ｍ Ｗ＝3.0ｍ
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農道橋定期点検事業

農政部

〈農村整備課〉

7,500

(7,600)

農道橋の落橋事故防止及び長寿命化のため、定期点検を行います。

○事業概要

宮崎 1,086 佐土原 372 田野 357 高岡 357 清武 5,328

合同事務所推進事業

農政部

〈農村整備課〉

26,851

(26,851)

土地改良区の適切かつ効率的な運営と土地改良事業の円滑な推進を図るた

め、合同事務所等連合会に対して補助金を交付します。

○事業概要

国営関連推進調査

計画事業

農政部

〈農村整備課〉

田野総合支所

〈農林建設課〉

9,900

(23,100)

国営大淀川左右岸地区土地改良事業の未着手地区の整備を行うため、基盤整

備事業の新規採択に必要となる計画概要書等を作成します。

(負担割合)

換地計画書作成、換地等調整 市100％

○事業概要

宮崎 3,900 田野 6,000

農業農村基盤整備

計画策定事業

農政部

〈農村整備課〉

2,100

(4,900)

農作業の効率化を図るため、基盤整備事業の新規採択に必要となる計画概要

書等を作成します。

(負担割合)

換地計画書作成 市100％

○事業概要

地区 橋名 架設年次 橋長(ｍ) 幅員(ｍ)

宮崎

木之下橋 S59 15.50 3.50

古宮田２号橋 S57 15.70 2.50

鶴門橋 S51 29.40 2.55

佐土原 浜上橋 S61 22.40 3.50

田野 元木橋 H10 19.00 4.00

高岡 東田橋 S48 18.70 4.00

清武

白ヶ野橋 H11 61.60 5.00

時屋橋 H11 52.70 5.00

白上橋 H10 58.80 8.75

運営費補助 保険料補助 計

26,316 535 26,851

事業箇所 概要

有田(宮崎) 換地計画書作成

小松・跡江(宮崎) 換地計画書作成

拾ヶ島・七野(田野) 換地計画書作成

さぎせ原２期(田野) 換地等調整

事業箇所 概要

新名爪(宮崎) 換地計画書作成
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農業施設維持管理

適正化事業

農政部

〈農村整備課〉

76,660

(57,330)

債務R4～R8

{10,200}

排水ポンプ場等の農業用施設の安定した運転と長寿命化のため、全国土地改

良事業団体連合会の土地改良施設維持管理適正化事業交付金を活用し、整備や

更新を行うほか、事業費の拠出等を行います。

(負担割合 国30％：県30％：市40％)

○事業概要

・事業費 60,000

3排水ポンプ場において、整備や更新を行います。

宮崎 40,000 佐土原 20,000

・拠出金 14,310

本事業における市負担分を、宮崎県土地改良事業団体連合会に5年分割で

拠出します。

宮崎 8,370 佐土原 5,940

・補助金(補助率 10％) 2,350

土地改良区等が実施する本事業に対し、助成を行います。

宮崎 900 佐土原 1,450

施設名 概要

蛎原排水機場(宮崎)
主ポンプオーバーホール

電気設備整備補修

山下排水機場(宮崎) 電気設備整備補修

二ツ立排水機場(佐土原)
主ポンプオーバーホール

ポンプ・エンジン・電気設備補修

加入年度 施設名 拠出金額 加入年度 施設名 拠出金額

H30

二ツ立 600

R3

二ツ立 600

天 神 300 正蓮寺 600

二ツ立 240 天 神 600

蛎 原 600 蛎 原 600

蛎 原 600

R4

山 下 1,200

R1

正蓮寺 570 蛎 原 600

蛎 原 630 二ツ立 600

正蓮寺 570

事務費

蛎 原 300

二ツ立 600 二ツ立 300

天 神 600 蛎 原 300

R2

天 神 240 二ツ立 300

二ツ立 360 山 下 600

蛎 原 600

二ツ立 600

山 下 600

加入

年度
団体名 概要 補助額

R3 南部土地改良区(宮崎)
頭首工改修

油圧ユニット改修
700

R3 大淀川右岸土地改良区(宮崎) パイプライン補修 200

R3 黒田土地改良区(佐土原) 用水路整備補修 500

R4 一ツ瀬川筋土地改良区(佐土原) 用水路整備補修 950
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農道整備事業

(市単独)

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

高岡総合支所

〈農林建設課〉

89,300

(73,710)

農産物の輸送の効率化及び農村地域の生産環境の改善を図るため、県補助事

業に該当しない農道の整備を行います。

○事業概要

・市単農道整備事業 89,300

宮崎 66,800 佐土原 12,500 高岡 10,000

排水改良事業

(県補助)

農政部

〈農村整備課〉

高岡総合支所

〈農林建設課〉

10,500

(10,500)

農業生産性の向上に欠かせない効率的な排水機能を確保するため、受益面積

5㏊未満の小規模な排水路の改修を行います。

(負担割合)

県50％：市20％：地元30％(浮田内ノ丸、瓜生野小林)

県50％：市50％(鳥ノ巣、柳本)

○事業概要

宮崎 8,500 高岡 2,000

事業箇所 概要

江田山崎(宮崎) 農道整備 Ｌ＝290ｍ Ｗ＝4.0ｍ

新名爪雀塚(宮崎) 農道整備 Ｌ＝142ｍ Ｗ＝4.0ｍ

郡司分牛川嶋(宮崎) 農道整備 Ｌ＝ 49ｍ Ｗ＝4.0ｍ

○新広原下大迫(宮崎) 農道整備 Ｌ＝ 90ｍ Ｗ＝4.0ｍ

○新加江田車坂(宮崎) 測量設計 Ｌ＝180ｍ Ｗ＝4.0ｍ

吉野(宮崎)【エコ関連】 農道整備 Ｌ＝800ｍ Ｗ＝4.0ｍ

○新大瀬８(宮崎)【エコ関連】 測量設計 Ｌ＝110ｍ Ｗ＝4.0ｍ

信成町(佐土原)
用地測量 Ｌ＝300ｍ Ｗ＝4.0ｍ

農道整備 Ｌ＝100ｍ Ｗ＝4.0ｍ

城ヶ峰(高岡) 農道整備 Ｌ＝140ｍ Ｗ＝4.0ｍ

事業箇所 概要

○新浮田内ノ丸(宮崎) Ｕ－Ｉ 300布設工 Ｌ＝ 92ｍ

○新瓜生野小林(宮崎) Ｕ－Ｉ 500布設工 Ｌ＝ 55ｍ

○新鳥ノ巣(宮崎) 排水改修 Ｎ＝一式

柳本(高岡) 排水工 Ｗ＝4.5ｍ Ｌ＝100ｍ

-228-



重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農地集約化促進

基盤整備事業

(県補助)

農政部

〈農村整備課〉

田野総合支所

清武総合支所

〈農林建設課〉

4,223

(3,324)

農業の持続的発展と営農の効率化・農地の集積化を図るため、地域の中心と

なる経営体が行う生産基盤の整備(改修・新設)に対し、工事費の一部を助成し

ます。 (旧事業名：中心経営体育成支援基盤整備事業)

(負担割合 県50％：市40％：地元10％)

○地区別予算

宮崎 824 田野 1,611 清武 1,788

○実施要件

・｢人・農地プラン｣に位置付けられた経営体

・1地区当たり1,000千円未満(県補助額)

・農地の集積又は集約化を行おうとするもの

農地耕作条件改善

事業(基盤整備)

農政部

〈農村整備課〉

高岡総合支所

〈農林建設課〉

16,000

(26,000)

維持管理費の軽減や農業経営の安定のため、用排水路等の整備を行います。

(負担割合 国50％：県15％：市20％：地元15％)

○事業概要

宮崎 11,000 高岡 5,000

土地改良施設

突発事故復旧事業

農政部

〈農村整備課〉

5,000

(5,000)

災害復旧事業の対象とならない突発事故により被害を受けた土地改良施設の

機能回復を図るため、復旧工事を行います。

(負担割合)

復旧工事 国50％：県21％：市29％

測量設計 市100％

○実施要件

・末端支配面積20ha以上

・復旧事業費2,000千円以上/か所

・維持管理事業計画・機能保全計画等に基づく管理を実施

事業箇所 概要

加江田入料２(宮崎) ゲート工 Ｎ＝1か所

広原上大迫(宮崎) 三面水路 Ｌ＝33.5ｍ

飯田(高岡) 暗渠排水 Ａ＝1.3ha
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農業水路等

長寿命化・防災減災

事業

農政部

〈農村整備課〉

清武総合支所

〈農林建設課〉

75,650

(44,500)

自然災害による農地及び農業用施設の被災を防ぐため、未整備又は老朽化し

た農業用施設の整備を行います。

(負担割合)

・長寿命化対策

国50％：県14％：市16％：地元20％(七迫、岩切)

国50％：県14％：市36％(宮田)

・防災減災対策

国50％：県18％：市32％(スダキ、瓜生野山下、菰迫)

○事業概要

宮崎 51,150 清武 24,500

国営関連土地改良

施設維持補修支援

事業

農政部

〈農村整備課〉

3,000

(3,600)

効率的かつ安定的な農業経営に資するため、農業水利施設の漏水補修等を行

う各土地改良区に対し、修繕費の一部を助成します。

(負担割合 県40％：市30％：地元30％)

農業用ため池緊急

防災対策事業

(県補助)

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

〈農林建設課〉

9,950

(14,190)

農業用水の確保を図るとともに、下流側住人の安全確保のため、老朽化した

ため池の堤体や施設の補修を行います。

(負担割合 県50％：市50％)

○事業概要

宮崎 7,950 佐土原 2,000

事業箇所 概要

七迫(宮崎) 用水路 Ｌ＝110ｍ

岩切(宮崎) 用水路 Ｌ＝ 41ｍ

○新スダキ(宮崎) ため池改修実施設計 一式

瓜生野山下(宮崎)【エコ関連】 排水路 Ｌ＝73ｍ

宮田(清武) 頭首工 Ｎ＝一式

○新菰迫(清武) 用排水路 Ｌ＝350ｍ

事業箇所 概要

○新山ノ口１号池(宮崎) 浚渫 Ｎ＝一式

○新本鶴府池(佐土原) 洪水吐受桝改修 Ｎ＝一式
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

国営造成施設管理

体制整備事業

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

〈農林建設課〉

13,949

(29,146)

国が造成した水利施設の延命化や施設管理体制の理解を深めてもらうため、

保全整備や地域住民等への普及啓発活動など、管理体制整備に必要な経費を助

成します。

(負担割合)

推進活動費 国50％：県25％：市町25％

強化支援費 国50％：県20％：市町30％

○地区別予算

宮崎 13,677 佐土原 272

○事業概要

・大淀川左岸地区(事業費 8,209)

市負担額については、宮崎市、小林市、綾町の2市1町で受益面積により

按分し、大淀川左岸土地改良区及び大淀川左岸地区管理体制整備推進協議会

に助成します。

・大淀川右岸地区(事業費 5,468)

宮崎市が大淀川右岸土地改良区及び大淀川右岸地区管理体制整備推進協議

会に助成します。

・綾川地区(委託料 190)

宮崎市、西都市、国富町、綾町の2市2町で事業費を受益面積により按分

し、代表の国富町に委託した上で、綾川総合土地改良区に助成します。

(事業費 3,390)

・綾川地区(負担金 82)

綾川地区の施設整備、運営等の検討を行う綾川地区施設運営協議会の負担

金を負担します。(事業費 440)

区分 国 県 宮崎市 小林市 綾町

負担額 4,104 1,658 1,932 361 154

区分 国 県 宮崎市

負担額 2,733 1,118 1,617

区分 国 県 宮崎市 西都市 国富町 綾町

負担額 1,687 688 190 237 456 132

区分 宮崎市 西都市 国富町 綾町 改良区

負担額 82 95 153 66 44
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

水利施設管理強化

事業

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

〈農林建設課〉

23,201

農業用水の安定供給を維持するため、国が造成した水利施設の電気・燃料費

や点検・補修費など、維持管理にかかる経費を助成します。

(国営造成施設管理体制整備事業の一部が新規補助事業として分離)

(負担割合 国50％：県20％：市町30％)

○地区別予算

宮崎 22,532 佐土原 669

○事業概要

・大淀川左岸地区(事業費 8,672)

市負担額については、宮崎市、小林市、綾町の2市1町で受益面積により

按分し、大淀川左岸土地改良区に助成します。

・大淀川右岸地区(事業費 13,860)

宮崎市が大淀川右岸土地改良区に助成します。

・綾川地区(委託料 669)

宮崎市、西都市、国富町、綾町の2市2町で事業費を受益面積により按分

し、代表の国富町に委託した上で、綾川総合土地改良区に助成します。

(事業費 11,808)

基幹水利施設管理

事業

農政部

〈農村整備課〉

51,856

(51,900)

国営大淀川左右岸地区土地改良事業により造成された、広沢ダム・天神ダム

及び幹線導水路等の基幹水利施設により供給される農業用水が安定して利用で

きるようにするため、各施設の適正な維持管理を行います。

(負担割合 国33.3％：県30％：市町36.7％)

○事業概要

・大淀川左岸地区(事業費 26,356)

市町負担額については、宮崎市、小林市、綾町の2市1町で受益面積按分

により負担し、事業の執行に係る事務を小林市、綾町より受託します。

・大淀川右岸地区(事業費 25,500)

区分 国 県 宮崎市 小林市 綾町

負担額 4,336 1,734 2,054 383 165

区分 国 県 宮崎市

負担額 6,930 2,772 4,158

区分 国 県 宮崎市 西都市 国富町 綾町

負担額 5,875 2,350 669 838 1,608 468

区分 国 県 宮崎市 小林市 綾町

負担額 8,752 7,876 7,700 1,419 609

区分 国 県 宮崎市

負担額 8,466 7,620 9,414
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

環境情報協議会費

農政部

〈農村整備課〉

300
(300)

農業農村整備事業を実施するにあたり、地域住民の代表や専門家等を招き、

「環境との調和への配慮」についての意見交換や情報収集を行うため、協議会

を開催します。

国営関連推進事業

農政部

〈農村整備課〉

1,190

(1,190)

大淀川左右岸地区のダムやダム関連施設の管理を適正に行うため、大淀川左

岸・右岸地区基幹水利施設管理協議会の運営に必要な経費を負担します。

○事業概要

・大淀川左岸地区(負担金 245)

・大淀川右岸地区(負担金 605)

・事務費 (旅費 340)

国営左右岸関連

推進事業

農政部

〈農村整備課〉

田野総合支所

〈農林建設課〉

346

(346)

国営大淀川左右岸地区土地改良事業の末端関連受益地の整備を推進するた

め、未着手地区で説明会等を開催し、事業化に向けての取組や啓発を行います。

○事業概要

宮崎 139 田野 207

国営施設機能保全

事業

(大淀川右岸地区)

農政部

〈農村整備課〉

110,000

(105,000)

国が行う大淀川右岸地区の国営造成施設(天神ダム、調整池、幹線水路等)の

補修・更新及び濁水対策事業について、事業完了後に市負担分を一括して支払

うため、積立てを行います。

○事業概要

・総事業費 7,205,390

・市負担額 815,823

・積立期間 平成26年度～令和5年度

国営施設応急対策

事業

(大淀川左岸地区)

農政部

〈農村整備課〉

10,000

(10,000)

国が行う大淀川左岸地区の国営造成施設(広沢ダム、幹線水路等)の補修・更

新事業について、事業完了後に市負担分を一括して支払うため、積立てを行い

ます。

○事業概要

・総事業費 1,640,000

・市負担額 133,630

・積立期間 平成27年度～令和7年度

事業推進地区 事業費

左岸地区(垂水ほか) 139

右岸地区(拾ヶ島、七野ほか) 207
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

多面的機能支払

交付金事業

農政部

〈農村整備課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

281,136

(269,909)

土地改良施設、地域資源及び農地の適切な維持管理や農村環境の保全・向上

を図るため、農業者及び非農業者が連携した地域ぐるみの組織による活動を支

援します。

(交付金負担割合 国50％：県25％：市25％)

(事務費負担割合 国100％)

○地区別事業概要

宮崎 138,427 佐土原 45,800 田野 24,748

高岡 48,956 清武 23,205

・農地維持支払

・資源向上支払(共同活動)

・資源向上支払(長寿命化)

・推進交付金(事務費)

地区 地区数 面積(㏊) 交付金 市負担

宮崎 41 2,243 61,380 15,345

佐土原 23 832 23,500 5,875

田野 14 551 13,195 3,299

高岡 18 759 19,456 4,864

清武 8 394 10,046 2,513

計 104 4,779 127,577 31,896

地区 地区数 面積(ha) 交付金 市負担

宮崎 35 2,016 32,032 8,008

佐土原 19 527 8,100 2,025

田野 12 504 6,424 1,606

高岡 18 759 10,988 2,747

清武 6 335 4,798 1,201

計 90 4,141 62,342 15,587

地区 地区数 面積(ha) 交付金 市負担

宮崎 27 1,387 41,015 10,254

佐土原 14 347 14,200 3,550

田野 8 215 5,129 1,283

高岡 16 605 18,512 4,628

清武 5 311 8,361 2,091

計 70 2,865 87,217 21,806

地区 消耗品費 印刷費 委託料 計

宮崎 50 50 3,900 4,000
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

県営土地改良事業

負担金

農政部

〈農村整備課〉

74,675

(52,948)

農産物の生産性向上と農業経営の安定、農業用施設周辺の安全かつ良好な居

住環境の確保を図るため、農業生産基盤整備やため池の堤体補強等を行う各種

県営事業について、市負担金を支出します。

あわせて、地元負担分についても、その一部を助成します。

○事業概要

・県営畑地帯総合整備事業 18,300

(負担割合 国50％：県31.7％：市10％：地元8.3％)

田野 9,150 高岡 9,150

・県営経営体育成基盤整備事業 5,000

(負担割合 国50％：県30％：市10％：地元10％)

・県営ため池等整備事業 11,550

(負担割合 国55％：県35％：市10％)

宮崎 8,600 佐土原 2,950

・県営湛水防除事業 12,835

(負担割合 国55％：県36.5％：市8.5％)

宮崎 11,475 佐土原 1,360

・県営基幹農道整備事業 5,500

(負担割合 国50％：県40％：市10％)

佐土原 2,000 高岡 3,500

事業箇所 概要

桃ノ木原(田野) ほ場整備工

内山東(高岡) 管路工、農道工

事業箇所 概要

村内(田野) 用水路工

事業箇所 概要

大迫池(宮崎) 付帯工

権現新池(宮崎) 付帯工

中池(宮崎) 堤体工、取水施設工

○新走山池(宮崎) 実施設計(堤体工)

目引池(宮崎)(エコ関連) 洪水吐工

馬越上下池(佐土原) 付帯工

平廻池(佐土原) 付帯工

三百坊池(佐土原) 堤体工、取水施設工

事業箇所 概要

正蓮寺排水機場(宮崎) 排水路工

○新天神排水機場(佐土原) 実施設計(施設改修)

事業箇所 概要

巨田５期(佐土原) 道路工

小田元４期(高岡) 舗装工
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

・県営農業競争力実施計画策定事業 2,250

(負担割合 国50％：県25％：市25％)

・県営農業水路等長寿命化・防災減災事業 15,000

(負担割合 国50％：県25％：市15％：地元10％)

・県営農業用河川工作物等応急対策事業 240

(負担割合 国55％：県37％：市8％)

・県営土地改良関連事業積立金 4,000

県営土地改良事業において、耕作放棄地の解消や質の高い農地の利用集積

を行う地区に、農地集積率に応じて助成する事業が設けられ、事業完了後の

一括交付に備えるため、市負担額を年次的に積み立てます。

(負担割合 市100％)

商工関係団体育成

支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

38,654

(38,686)

商工団体組織の育成強化を図るため、各商工団体の活動に対して助成し、産

業活性化への取組を推進します。

○事業内容

・商工関係団体育成事業

負担金：日本貿易振興機構(ジェトロ)など3団体 1,584

補助金：宮崎市商店街振興組合連合会など10団体 4,860

・商工会議所及び商工会支援事業 32,000

・佐土原地区安全衛生協議会運営補助 210

創業者及び

移住創業者支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

3,750

(3,850)

地域経済の発展と雇用の場の創出のため、一定の要件を満たした市内で創業

を予定している者に対し、店舗改修費用や広告宣伝費などの創業費用の一部を

助成し、創業及び移住を促進します。

○事業内容

・補助対象 産業競争力強化法に基づく特定創業支援等を受けて創業しよう

とする者

移住して創業しようとする者

・補 助 率 補助対象経費の1/2(限度額15万円、移住の場合は20万円)

事業箇所 概要

○新さぎせ原２期(田野) 実施計画(ほ場整備)

事業箇所 概要

佐土原・綾川(佐土原) 管路工

事業箇所 概要

新井手頭首工(宮崎) 実施設計(頭首工改修)

事業箇所 事業期間 積立予定総額 既積立額 R4積立額

桃ノ木原(田野) H30～R5 20,000 12,000 4,000
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

地場産業魅力向上

支援事業

(みやざき産業祭)

観光商工部

〈商業政策課〉

600

(600)

商工業を中心とした地場産業の振興と市内中小企業・団体の認知度向上を図

るため、宮崎商工会議所青年部が実施する「みやざき産業祭」に対し、経費の

一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎商工会議所青年部

・補 助 率 補助対象経費の1/2

魅力ある

商店街づくり助成

事業

観光商工部

〈商業政策課〉

2,600

(2,700)

商業の振興を図るため、商店街振興組合などの商業団体が設置する街路灯の

電気料や共同施設の整備等に伴う工事費などの一部助成を行い、安全・安心で

魅力ある商店街の形成を図ります。

○事業内容

・補助対象経費 街路灯の電気料

共同施設の整備等に係る工事に要する経費

・補 助 率 電気料補助…原則補助対象経費の30％以内

共同施設補助…原則補助対象経費の15％以内

事業バトンタッチ

支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

戦略プロジェクト

6,700

(5,600)

地域経済の活性化と雇用の場の確保を図るため、事業承継・Ｍ＆Ａを実施し

ようとするもの(譲渡側)に対し、引継ぎ準備に係る費用の一部を、また譲り受

ける側に対し、引継ぎ後の事業展開を促進するための費用の一部を助成し、円

滑な事業引継ぎを支援します。

○事業内容

引継ぎ準備支援補助金

・補助対象経費 計画書の策定など事業承継やＭ＆Ａに係る委託料

・補 助 率 (第三者承継(Ｍ＆Ａ)、役員・従業員承継)

補助対象経費の2/3(限度額60万円)

(親族内承継)

補助対象経費の1/3(限度額30万円)

引継ぎおめでとう補助金

・補助対象経費 機器更新など引継ぎ後の事業展開を促進する費用

・補 助 率 補助対象経費の2/3(限度額20万円)

商店街通行量調査

事業

観光商工部

〈商業政策課〉

1,870

(1,870)

商業の振興を図るため、通行量調査を実施することで、中心市街地及びその

周辺の現状把握を行い、中心市街地の活性化等の施策に活用します。

○事業内容

・主要商店街等における通行量調査委託(調査時期：10月予定)

地域のにぎわい創出

支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

8,751

(8,600)

地域活性化を図り、商工団体等が地域のまちづくり活動に積極的に参加する

機運を高めるため、商工団体等が取り組む「まちづくり活動」に対して、費用

の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象経費 会場設営費、催事費、人件費等(会議費、交通費等除く)

・補 助 率 補助対象経費の1/2(限度額60万円)
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

中心市街地活性化

情報発信事業

観光商工部

〈商業政策課〉

4,500

(4,700)

中心市街地の活性化を図るため、中心市街地のイベントや周辺店舗等の情報

発信拠点を運営し、来街者の利便性の向上を図ります。

(旧事業名：中心市街地活性化対策事業)

○事業内容

・よってンプラザ運営業務委託

みやざき国際

ストリート音楽祭

開催補助事業

観光商工部

〈商業政策課〉

2,500

(2,500)

中心市街地の活性化を図るため、商業者・ＮＰＯ・ボランティア等の様々な

主体が参画する「みやざき国際ストリート音楽祭」の開催を支援し、中心市街

地のにぎわいを創出します。

○事業内容

・開催日 令和4年4月29日(金・祝)

・場 所 宮崎市中心市街地

・内 容 宮崎国際音楽祭の出演者による演奏

県内外のプロ・アマ演奏家による演奏 ほか

みやざき

創業サポート事業

観光商工部

〈商業政策課〉

14,126

(14,126)

地域経済の活性化や中心市街地のにぎわいを創出するため、みやざき創業サ

ポート室(愛称「みやざき ＳＴＡＲＴＵＰ ＨＵＢ」)を運営し、創業支援等の

役割を担うインキュベーションマネージャーによる支援及び指導を行うことに

より、創業の増加及び雇用の拡大を図ります。

○主な事業内容

・みやざき創業サポート事業運営業務委託

まちなか活性化推進

組織運営支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

戦略プロジェクト

450

(450)

まちなか活性化推進計画を着実に進めるため、公民連携によるまちづくりを

推進する組織の運営を支援し、計画の進捗管理や企画調整を行い、中心市街地

の機能の充実を図ります。

○事業内容

・補助対象：宮崎市まちなか活性化推進委員会(事務局：宮崎商工会議所)

・補助率等：運営費の2/3

委員会、幹事会、ワーキンググループの開催等

まちなか商業業務

集積推進事業

観光商工部

〈商業政策課〉

5,425

(5,850)

中心市街地に雇用・就業機能、商業・飲食機能を集積するため、施設整備や

家賃補助、新規雇用者の支援を行い、中心市街地の機能充実を図ります。

○事業内容

・空調交換、トイレ改修等の整備費用の一部補助

・家賃、新規雇用者の一部補助

〈物件所有者〉

①空調交換等補助 ：整備費用の1/2、上限20万円、2台まで

②トイレ改修等補助：整備費用の1/2、上限30万円

〈情報サービス等〉

③家賃割 ：家賃の1/2、上限7.5万円/月、12月分(6月毎)

④雇用者割 ：30万円/新規雇用者1名、上限5名

〈その他事業者〉

⑤家賃割 ：家賃の1/3、上限5万円/月、12月分(6月毎)

※①②は併用可。半年以内で③～⑤利用で入居ありが要件。
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

まちなかの回遊性

向上促進事業

観光商工部

〈商業政策課〉

16,623

(14,183)

宮崎駅西口複合ビル開業に伴い、新たに生まれたにぎわいを中心市街地に繋

げ、回遊性の向上による波及を生むため、イベント等の開催支援や「ぐるっぴ

ー」(グリーンスローモビリティ)の運行を支援することで、来街者及び滞在時

間の増加による地域経済の活性化を図ります。

○事業内容

①大街市祭開催費用の一部補助 1,500

・補助対象 街市連絡会(事務局：宮崎商工会議所)

・補助率等 協賛金以外の必要経費を補助

②まちなかの公共空間を活用した

イベント費用の一部補助 500

・補助対象 参加型の取組やイベントを実施する個人又は団体

・補助率等 必要経費を補助(上限30万円)

③「ぐるっぴー」の運行経費の一部補助等 14,623

・補助対象 宮崎市まちなかグリスロ運行協議会

・補助率等 運行経費13,779千円(上限4/5)、

ほか充電料144千円・修繕費500千円等

「ぐるっぴー」

時速20km未満で公道を走行可能な9人乗りの電動低速バス

まちなか企業立地

チャレンジ事業

観光商工部

〈商業政策課〉

戦略プロジェクト

500

(2,500)

中心市街地に新たな産業の集積や創業による雇用の場を創出するため、地方

進出を検討しているベンチャー企業を対象に、試行的にオフィス機能を設置す

るために必要な経費の一部を助成し、企業立地の促進を図ります。

○事業内容

・補助対象 ベンチャー企業

・補助率等 オフィス使用料の1/2(月上限2万円/人、3人まで)

航空運賃の1/2(上限14万円/社)

いずれも最大6月分

中小企業定例相談

事業

観光商工部

〈商業政策課〉

264

(270)

中小企業が抱える金融対策や経営、法律の問題を軽減、解消するため、宮崎

商工会議所が実施する定例相談会に要する費用を助成し、中小企業の経営の安

定化を図ります。

○事業内容

・補助対象 宮崎商工会議所

・補 助 率 総事業費の2/3以内

中小企業信用保証料

助成事業

観光商工部

〈商業政策課〉

53,500

(56,500)

中小企業に対する融資を円滑にするため、信用保証料を助成し、中小企業の

経営の安定化を図り、活発な経済活動を促します。また、創業支援に特化した

融資制度により、創業の支援や雇用の拡大を図ります。

○事業内容

・中小企業信用保証料助成事業 47,000

小規模企業者特別融資、緊急経営支援資金、

中心市街地活性化特別融資 等

・中小企業信用保証料助成事業(創業支援) 6,500
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

新型コロナウイルス

感染症緊急対策利子

補給事業

観光商工部

〈商業政策課〉

222,419

(249,978)

新型コロナウイルス感染症により売上が減少した中小企業の資金繰り支援を

強化するため、令和2年3月13日から令和2年12月31日までに、宮崎県「新

型コロナウイルス感染症緊急対策貸付」の保証承諾を受けたものについて、利

子を3年間全額補給し、中小企業の事業継続を支援します。

令和2年度～令和5年度 総事業費 706,563

宮崎市商工会事務局

体制強化事業

観光商工部

〈商業政策課〉

3,252

商工会事務局体制を強化することで地域経済の活性化及び地域振興を推進す

るため、事務局長が設置されていない商工会に対し地域振興コーディネーター

の設置に要する経費を助成します。

○事業内容

・補助対象 清武町商工会

・補 助 率 県1/2、市1/2(限度額271千円/月)

シルバー人材

センター助成事業

観光商工部

〈工業政策課〉

7,329

(7,329)

高齢者の生きがい増進と社会参加の促進に取り組むシルバー人材センターの

健全な運営を支援するため、運営費の助成を行い、高齢者の臨時的かつ短期的

な就労機会の確保を図ります。

中小企業退職金

共済加入促進補助

事業

観光商工部

〈工業政策課〉

5,200

(5,200)

中小企業勤労者の福祉の向上のため、公的退職金共済制度に従業員を加入さ

せた事業主に対して掛金の一部を助成し、事業主の負担軽減と公的退職金共済

制度への加入促進を図ります。

○事業内容

・補助対象者 従業員を中小企業退職金共済制度や特定退職金共済制度に新

規又は追加で加入させ、1人当たり掛金を5,000円以上納付し

た事業主

・補助額 従業員1人当たり5,000円(1回限り)

勤労者福祉向上

対策事業

観光商工部

〈工業政策課〉

380

(380)

中小企業の勤労者の福祉向上を図るため、宮崎商工会議所が実施する福利厚

生事業に対し、経費の一部を助成します。

青少年プラザ

指定管理料

観光商工部

〈工業政策課〉

18,390

(18,390)

指定管理者制度を活用して、勤労青少年の健全育成を図るため、青少年プラ

ザにおいて、教養や資格取得などの各種講座の開催やクラブ活動の支援等を行

います。

○青少年プラザ指定管理

指定管理者 シダックス大新東ヒューマンサービス(株)九州・沖縄支店

指定期間 令和3年4月～令和8年3月

※ 北部老人福祉センターとの複合施設
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

高齢者就業開拓

推進事業

観光商工部

〈工業政策課〉

8,000

(5,800)

働く意欲のある高齢者が、安心して働ける場を確保するため、シルバー人材

センターが行う高齢者の就業開拓に取り組む事業を支援し、就業機会の拡大を

図ります。

女性の活躍推進事業

観光商工部

〈工業政策課〉

3,000

(3,000)

女性の活躍を推進するため、女性求職者や、キャリアアップを目指す就職氷

河期世代等の女性を支援するセミナーなどを開催します。

○事業内容

・求職者等に対するキャリアアップセミナー、スキルアップセミナーの開催

・企業の管理者等に対する理解促進セミナーの開催

・企業とのマッチングの実施

企業誘致促進事業

観光商工部

〈工業政策課〉

604,900

(905,000)

産業の振興及び雇用の拡大により地域経済の活性化を図るため、企業誘致活

動を展開するとともに、立地した企業に対して各種助成金を交付し、企業の立

地を促進します。

○事業内容

・企業立地奨励金交付事業 600,000

・企業誘致事業 2,900

・県央地区企業立地促進事業 2,000

名称 予算額 内容

立地企業助成金 410,601

・新規雇用者1人当たり無期雇用者

40万円、有期雇用者10万円を

助成

・市街地立地加算、UIJターン加算

を助成

【製造業等のみ】

・土地･建物･償却資産等の投資額に

対し製造業5％、流通関連業・レ

クリエーション業2％を助成

・企業立地促進地区加算、特定集積

業種操業加算を助成

固定資産税助成金 112,424

事業用建物・償却資産の固定資産税

及び都市計画税相当分を3年間助

成(初年度100％、2年目80％、3年

目60％)

事業所税助成金 35,257 事業所税相当分を3年間助成

オフィス等賃借助成金 41,718
事業所の賃借費の1/2(上限100万

円)で24か月分

計 600,000

-241-



重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

みやざき企業生産性

向上設備等導入促進

支援事業

観光商工部

〈工業政策課〉

12,000

(10,000)

市内企業の経営安定、新たな雇用の場の創出及び環境整備のため、設備投資

に係る費用の一部を助成します。

○事業内容

・設備投資等助成金(上限200万円または上限50万円)

生産性や付加価値の向上、周辺環境の保全につながる機械、装置等の導

入費用の1/2

工業振興事業

観光商工部

〈工業政策課〉

1,845

(1,846)

本市の工業振興を図るため、経営や技術の向上に関する研修等を実施する工

業関係団体を支援します。また、(公財)宮崎県産業振興機構等と連携し、中小

企業の経営革新や技術の高度化を支援します。

○主な事業内容

・工業活性化方策研究補助 700

・溶接技術コンクール開催事業費補助 90

・(公財)宮崎県産業振興機構負担金 152

みやざき中小企業

活動応援事業

観光商工部

〈工業政策課〉

2,900

(3,000)

市内中小企業の生産力や開発力を高めるため、市内中小企業者が教育機関又

は公的機関等と連携して、技術力、開発力、販売力等の拡大につながる取組を

行う場合に、その費用の一部を助成します。

○事業内容

・対象者 市内の中小企業者等

・支援の種類及び補助額

①試験・研究の委託 上限50万円(補助率2/3)

②産業財産権(特許等)の取得 上限20万円(補助率1/2)

③県外展示会への出展 上限20万円(補助率1/2)

④新商品・新サービスの広告物作製等の委託 上限20万円(補助率1/2)

⑤社員育成のための研修の実施 上限10万円(補助率2/3)

橘通東三丁目再開発

ビル駐車場管理運営

事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

6,608

(6,684)

中心市街地の活性化と交通の円滑化を図るため、再開発ビル「Ｙ・Ｙ ＰＡ

ＲＫ」の管理費の一部を市の持分割合に応じて負担し、官民共同で「Ｙ・Ｙ Ｐ

ＡＲＫ」の管理運営を行います。

○施設概要

・収容台数 428台(うち市所有 285台)

市営駐車場指定

管理料

都市整備部

〈公園緑地課〉

3,107

(3,107)

市民の利便性向上と交通の円滑化を図るため、指定管理者制度を活用し、市

営駐車場の管理運営を行います。

○事業内容

・上野町駐車場

指定管理者 (株)ＮＰＫ

指定管理料 3,107

指定期間 平成30年4月～令和5年3月
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
Ｙ・Ｙパーク管理

組合修繕積立負担金

都市整備部

〈公園緑地課〉

21,300

大規模修繕工事に備えるため、計画的に資金を積み立てます。

○事業内容

・積立金額 1,775千円×12か月

・積立期間 令和4年4月～令和14年3月

高岡地区農業関係

施設補修事業

高岡総合支所

〈農林建設課〉

2,700

(1,200)

質の高い公共施設サービスを継続して提供するため、老朽化が進む農業関係

施設について、メンテナンスや補修、改修を計画的に実施します。

○事業内容

・道の駅高岡トイレ改修工事

農地耕作条件改善

事業(農道舗装)

高岡総合支所

〈農林建設課〉

15,900

(21,900)

維持管理費の軽減や農業経営の安定のため、農道舗装を行います。

(負担割合 国50％：県14％：市36％)

○事業概要

土地改良施設台帳

整備事業

清武総合支所

〈農林建設課〉

910

(1,197)

土地改良施設(水路、農道等)の適正な維持管理を行うため、土地改良区が実

施する土地改良施設台帳の整備に対して助成を行います。

(負担割合 市70％：地元30％)

○事業概要

基幹農道等維持管理

事業

清武総合支所

〈農林建設課〉

1,940

(1,940)

整備済みの基幹農道等が市道として供用開始されるまでの間、道路交通の安

全性確保のため、路肩の除草や舗装等の維持補修を行います。

(負担割合 市100％)

○事業概要

耕作放棄地解消・

農地中間管理事業

農業委員会事務局

1,177

(1,135)

国の機構集積支援事業を活用し、農地調査員を雇用することにより、遊休農

地等に関する農地の利用状況調査、利用意向調査及び農地・非農地判断調査な

どの農地法に基づく事務を適正に実施します。

※農地調査員等の人件費は会計年度任用職員給与費に充当(12,287千円)

事業箇所 概要

中山・花見(高岡) 農道舗装 Ｌ＝1,090ｍ

対象団体 対象面積

清武町土地改良区(清武) 130ha

地区 施工路線数 施工延長 概要

清武 16路線 Ｌ＝13,163ｍ 除草・舗装補修等
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